
協議第１４号

事務組織及び機構の取扱い（協定項目１２）について

事務組織及び機構の取扱いについて、別紙のとおり提出する。

平成１７年３月８日提出

東村・吾妻町合併協議会
会長 一場 貞



東村・吾妻町合併協議会の調整内容

協議事項 １２ 事務組織及び機構の取扱い 関係項目

事務組織及び機構の取扱いについては、次のとおりとする。
調整方針案 １．新町の事務組織及び機構については 『新町における組織・機構の整備方針』に基づき、合併時までに調整、

する。
２．新町における組織・機構の整備方針については、
（１）住民サービスが低下しないよう配慮するとともに、町域全体で均等なサービスの提供ができる本庁・支

所及び出張所機能とする。
。・支所は住民サービスの低下を招かないよう住民生活と関連する窓口業務等を配置した総合支所とする

・出張所は窓口業務等及び地域との連絡調整担当を配置する。
（２）住民が利用しやすく、住民の声を反映できる体制を確保する。
（３）行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構とする。
３．合併特例法第５条の４の規定に基づき、両町村の区域ごとに地域審議会を設置する。なお、地域審議会の設

置並びに組織運営に関し必要な事項については、別紙のとおり定める。
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